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羅針盤

　

米
国
の
バ
イ
デ
ン
大
統
領
は
４
月
26
日

に
Ｇ
Ｔ
２
０
４
０
（
グ
ロ
ー
バ
ル
ト
レ
ン

ド
２
０
４
０
）
を
発
表
し
て
米
国
の
長
期

戦
略
を
公
表
し
（
本
誌
７
月
号
羅
針
盤
参

照
）、
そ
の
２
日
後
の
28
日
に
両
院
合
同

総
会
で
施
政
方
針
を
発
表
し
た
。
こ
の
施

政
方
針
で
は
、
米
国
が
１
９
８
１
年
の
レ

ー
ガ
ン
政
権
（
共
和
党
）
か
ら
採
っ
て
き

た
新
自
由
主
義
政
策
を
反
省
し
、
内
政
と

外
交
両
面
で
大
胆
に
政
策
転
換
し
よ
う
と

す
る
も
の
で
あ
る
。

　

新
自
由
主
義
は
、
シ
カ
ゴ
大
学
教
授
で

あ
っ
た
ミ
ル
ト
ン
・
フ
リ
ー
ド
マ
ン
（
１

９
１
２
―
06
年
、
ノ
ー
ベ
ル
経
済
学
賞

受
賞
）
が
１
９
７
０
年
代
に
提
唱
し
た
政

策
理
念
で
あ
る
。
１
９
７
０
年
代
の
後
半

の
米
国
は
、
ベ
ト
ナ
ム
戦
争
の
敗
北
と
石

油
危
機
で
イ
ン
フ
レ
と
失
業
に
悩
ん
で
い

た
。
こ
う
し
た
時
に
、
１
９
８
１
年
１
月

に
就
任
し
た
レ
ー
ガ
ン
大
統
領
（
共
和
党
、

１
９
８
１
―
89
年
）
は
新
自
由
主
義
を

政
策
理
念
と
し
て
採
用
し
た
。
新
自
由
主

義
の
骨
子
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　

第
１
は
「
市
場
万
能
主
義
」
で
自
由
な

市
場
で
は
価
格
機
能
に
よ
っ
て
資
源
の
最

適
配
分
が
で
き
る
か
ら
自
由
化
と
規
制
緩

和
を
進
め
る
べ
き
だ
。
第
２
は
市
場
万
能

主
義
の
実
現
の
た
め
に
は
「
小
さ
い
政

府
」
に
し
、
累
進
課
税
を
や
め
て
富
裕
層

に
減
税
す
る
。
そ
う
な
れ
ば
富
裕
層
が
消

費
し
投
資
す
る
の
で
、
経
済
が
成
長
し

て
国
家
が
栄
え
る
（「
ト
リ
ク
ル
・
ダ
ウ

ン
」
滴
り
落
ち
る
と
い
う
理
論
）。
第
３

は
「
金
融
万
能
主
義
（
マ
ネ
タ
リ
ズ
ム
）」

で
、
経
済
成
長
に
は
金
融
政
策
だ
け
で
十

分
で
財
政
政
策
は
必
要
な
い
。

　

レ
ー
ガ
ン
の
政
策
は
、
①
「
小
さ
い
政

府
」
に
す
る
た
め
に
社
会
福
祉
予
算
を
削

減
し
、「
強
い
ア
メ
リ
カ
」
を
作
る
た
め

に
軍
事
費
を
増
加
、
②
政
府
の
規
制
の
大

幅
縮
小
、
③
直
前
の
カ
ー
タ
ー
大
統
領

（
民
主
党
）
時
代
の
個
人
所
得
税
最
高
税

率
70
％
を
28
％
に
下
げ
、
法
人
税
は
最
高

税
率
46
％
を
34
％
に
下
げ
る
。
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レ
ー
ガ
ン
は
「
減
税
す
れ
ば
経
済
が
活

性
化
し
税
収
が
増
え
る
」
と
国
民
に
約
束

し
た
の
に
実
態
は
全
く
逆
で
税
収
は
激
減

し
、
１
９
８
５
年
に
米
国
は
債
務
国
へ
転

落
し
て
し
ま
っ
た
。
こ
れ
こ
そ
米
国
の
最

大
の
失
敗
で
あ
り
、
米
国
凋
落
の
原
点
で

あ
る
。
こ
の
「
ト
リ
ク
ル
・
ダ
ウ
ン
」
と

い
う
理
論
は
「
実
証
性
に
乏
し
い
政
治
的

ス
ロ
ー
ガ
ン
に
過
ぎ
な
い
」（
ジ
ョ
セ
フ
・

ス
テ
ィ
グ
リ
ッ
ツ
、
コ
ロ
ン
ビ
ア
大
学
教

授
、
ノ
ー
ベ
ル
経
済
学
賞
受
賞
者
）
の
で

あ
り
、
新
自
由
主
義
政
策
は
「
99
％
の
国

民
の
富
を
１
％
の
富
裕
層
に
集
中
す
る
」

政
策
で
あ
っ
て
貧
富
の
差
が
拡
大
し
社
会

不
安
が
広
ま
っ
た
。

　

さ
ら
に
レ
ー
ガ
ン
は
ド
ル
高
政
策
を
採

っ
た
た
め
に
、
製
造
業
の
採
算
が
悪
化

し
、
生
産
拠
点
を
低
賃
金
国
へ
移
さ
ざ
る

を
え
な
く
な
り
、
中
国
に
ア
ジ
ア
地
域
の

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
最
終
工
場
（
部
品

を
近
隣
諸
国
か
ら
集
中
し
て
完
成
品
に
組

み
立
て
る
工
場
）
を
建
設
す
る
よ
う
に
な

っ
た
。
こ
れ
で
米
国
の
製
造
業
は
空
洞
化

し
、
雇
用
が
失
わ
れ
、
社
会
不
安
が
高
ま

っ
た
。
さ
ら
に
ク
リ
ン
ト
ン
大
統
領
（
民

主
党
、
１
９
９
３
―
01
年
）
は
中
国
を

Ｗ
Ｔ
Ｏ
（
世
界
貿
易
機
構
）
に
加
盟
さ
せ

て
支
援
し
、
対
米
輸
出
で
大
幅
な
黒
字
に

な
っ
た
中
国
は
黒
字
分
を
軍
事
力
強
化
と

米
国
債
購
入
に
充
て
た
。

　

バ
イ
デ
ン
が
過
去
40
年
を
反
省
し
発
表

し
た
の
が
今
回
の
施
政
方
針
で
あ
る
。
そ

の
骨
子
は
、
第
１
に
内
政
面
で
は
、「
大

き
な
政
府
へ
の
転
換
」
と
「
政
府
主
導

のBuy A
m

erican

政
策
」（
輸
入
規

制
）
で
あ
る
。
こ
れ
は
ト
ラ
ン
プ
の
ア
メ

リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
よ
り
も
ナ
シ
ョ
ナ
リ

ズ
ム
と
保
護
主
義
を
強
め
る
政
策
で
あ
り
、

イ
ン
フ
ラ
刷
新
を
中
核
と
す
る
「
２
兆
ド

ル
の
米
国
雇
用
計
画
」
を
発
表
し
た
。

　

第
２
に
外
交
面
で
は
、
米
国
は
中
国
に

対
し
て
「
習
近
平
は
専
制
主
義
者
」
と
糾

弾
し
、
米
国
は
民
主
主
義
国
家
と
し
て

「
競
争
は
歓
迎
、
対
立
は
望
ま
な
い
、
全

面
的
に
米
国
の
利
益
は
守
る
」
と
明
言
し
、

専
制
主
義
国
家
と
競
争
す
る
姿
勢
を
強
調

し
た
。
こ
の
競
争
は
国
家
の
安
全
保
障
を

経
済
面
で
担
保
す
る
外
交
戦
略
（
経
済
安

全
保
障
）
で
あ
り
、「
軍
事
力
を
使
わ
な

い
戦
争
」
で
あ
る
。
ト
ラ
ン
プ
は
す
で

に
中
国
に
作
っ
た
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を

潰
す
た
め
に
関
税
政
策
を
駆
使
し
て
お
り
、

さ
ら
に
フ
ァ
ー
ウ
ェ
イ
へ
の
制
裁
、
動
画

共
有
ア
プ
リT

ik T
ok

の
排
除
な
ど
を

実
行
し
て
お
り
、
バ
イ
デ
ン
は
こ
れ
ら
を

更
に
強
化
す
る
方
針
で
あ
る
。

　

第
３
に
は
、
テ
ロ
戦
争
の
終
結
（
中
東

か
ら
の
撤
退
）
を
宣
言
し
、
２
０
０
１
年

９
月
11
日
の
米
国
で
の
多
発
テ
ロ
へ
の
報

復
を
終
了
し
、
人
的
資
源
を
ア
ジ
ア
・
太

平
洋
へ
集
中
す
る
方
針
を
明
確
に
し
た
。

新
自
由
主
義
で
自
滅
し
た
米
国
が
新
自
由

主
義
を
否
定
す
る
施
政
方
針
を
宣
言
し
た

こ
と
は
極
め
て
意
義
深
い
も
の
が
あ
る
。

　

新
自
由
主
義
で
衰
弱
し
て
い
る
日
本
も

し
っ
か
り
と
反
省
す
べ
き
で
は
な
い
か
。
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